
（令和元年１０月２４日（公布）１２月１４日（施行）） 

 

成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）に基づく措

置として、次のとおり施行されました。 

 

適用：令和元年１２月１６日（月）の手続きから 
        ※ 施行は１２月１４日ですが１４日と１５日は閉庁日のため 

 

警備業の欠格要件 

   【旧】           【新】 

 

 

 

 

添付書類 

   【旧】           【新】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈お問い合わせ先〉 
福井県警察本部 生活環境課 警備業係（☎0776-22-2880 内線 3192、3187） 

  または 

   県内各警察署の生活安全課（係）  

成年被後見人若しくは被保佐人又は破

産者で復権を得ない者 

 

破産手続開始の決定を受けて復権を

得ない者 

（法務局） 

登記事項証明書Ｂ 

成年被後見人又は被保佐人に該当しな

い旨の登記事項証明書 

不 要 

誓約書（内容） 

成年被後見人若しくは被保佐人又は破

産者で復権を得ない者 

誓約書（内容） 

破産手続開始の決定を受けて復権を

得ない者 

～従来どおり必要～ 

（市町村） 

身分証明書 

市町村（特別区を含む。）の長の証明書 

・ 破産宣告又は破産手続開始決定の通知を受けていない  

・ 準禁治産者の宣告の通知を受けていない（合格証は不要） 

（法務局） 

登記事項証明書Ａ 

当該法人に係る登記簿に記載されている事項を証明した書面 



 

警備業法 

（警備業の要件） 

第三条 次の各号のいずれかに該当する者は、警備業を営んではならない。 

一 旧：成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの 

      

  新：破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 

 

警備業法施行規則 

第四条 法第五条第一項（法第七条第四項において準用する場合を含む。）の内閣府令

で定める書類は、次のとおりとする。 

一 個人である場合は、次に掲げる書類 

イ （略） 

ロ （略） 

ハ 旧：成年被後見人又は被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（後見登記等

に関する法律（平成十一年法律第百五十二号）第十条第一項に規定する登記

事項証明書をいう。）及び民法の一部を改正する法律（平成十一年法律第百

四十九号）附則第三条第一項の規定により成年被後見人とみなされる者、同

条第二項の規定により被保佐人とみなされる者、同条第三項の規定により従

前の例によることとされる準禁治産者又は破産者で復権を得ないものに該

当しない旨の市町村（特別区を含む。以下同じ。）の長の証明書 

 

  新：民法の一部を改正する法律（平成十一年法律第百四十九号）附則第三条第

三項の規定により従前の例によることとされる準禁治産者又は破産手続開

始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村（特別区を含む。

以下同じ。）の長の証明書 

 

 

警備員等の検定等に関する規則 

（合格証明書の交付の申請） 

第十四条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一 （略） 

二 （略） 

三 （略） 

参 考 



四 旧：成年被後見人又は被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（後見  登記

等に関する法律（平成十一年法律第百五十二号）第十条第一項に規定する登記事

項証明書をいう。）、民法の一部を改正する法律（平成十一年法律第百四十九号）

附則第三条第一項の規定により成年被後見人とみなされる者、同条第二項の規定

により被保佐人とみなされる者、同条第三項の規定により従前の例によることと

される準禁治産者又は破産者で復権を得ないものに該当しない旨の市町村（特別

区を含む。）の長の証明書、法第三条第六号に掲げる者に該当しない旨の医師の

診断書、精神機能の障害に関する医師の診断書（法第三条第七号に掲げる者に該

当しないことが明らかであるかどうかの別を記載したものに限る。）並びに法第

三条第一号から第七号までのいずれかに該当する者及び法第二十三条第五項に

おいて読み替えて準用する法第二十二条第七項第二号又は第三号に該当するこ

とにより合格証明書の返納を命ぜられ、その日から起算して三年を経過しない者

のいずれにも該当しないことを誓約する書面 

 

  新：破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村（特別区

を含む。）の長の証明書、法第三条第六号に掲げる者に該当しない旨の医師の診

断書、精神機能の障害に関する医師の診断書（法第三条第七号に掲げる者に該当

しないことが明らかであるかどうかの別を記載したものに限る。）並びに法第三

条第一号から第七号までのいずれかに該当する者及び法第二十三条第五項にお

いて読み替えて準用する法第二十二条第七項第二号又は第三号に該当すること

により合格証明書の返納を命ぜられ、その日から起算して三年を経過しない者の

いずれにも該当しないことを誓約する書面 

 

 


